
主な懇談項目 

1. 増員、勤務時間の適正把握、人員の適正配置について 

1）新型コロナウイルス第 7波の影響による人員配置について 

2）医師の業務軽減に伴う他職種へのタスクシフト・シェアへの対応について 

3）外来自動再来受付機が 8時 5分開始になったことによる影響について 

4）リハビリテーション部へのコンサルティング会社の調査結果について 

2. 給与問題 

1）医療職員等特別手当(3,000 円)支給の 10 月以降の対応について 

2）2022 年人事院勧告への対応について 

 

 

 

 

 

3. その他 

 
    

医学部支部定期総会を書面開催  2022 年度運動方針・予算採択される  
 

医学部支部は、8月 4日、新型コロナウイルス感染拡大防止のため書面で 2022 年度定期総会

を開催しました。議長は、執行部が推薦した西病棟 5階看護師の中村嘉宏さんに務めていただ

きました。 

総会開催にあたり、執行委員長よりメッセージをいただきましたのでご紹介いたします。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

全ての議案が、出席に代わる採決票により承認、採択されたことを次の通り報告いたします。

なお、質疑応答期間中に報告、提案した議案についての質問はありませんでした。 

今後、採択された運動方針、予算に基づき具体的な活動に取り組んでいきます。 

  

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

8 月 23 日、病院長懇談を行ないます 
 

2022 年度新役員体制が整ったことに伴い、6 月 22 日に申し入れた病院長挨拶並びに懇談を 8

月 23 日に行ないます。今回は懇談ということで、病院長と忌憚のない意見交換をしたいと考え

ています。懇談内容は後日、組合ニュースにてご報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022 年人事院勧告 -3 年ぶり給与、ボーナスともに引き上げ- 
人事院は、8月 8日、国家公務員の給与を 3年ぶりに月例給、ボーナスともに引上げるよう

国会、内閣に勧告しました。主な内容を下記に掲載します。 

熊本大学は、教職員の給与改定を行なう際に人事院勧告を重要な参考資料としており、これ

まで増額、減額を実施しています。組合は熊本大学執行部が教職員の労に報いる対応をするた

めにも引き上げを要求し、改定の動きに注視していきます。 

勧告内容が掲載された新聞は、届き次第、組合員の皆様へお届けします。 

 

＜月例給＞ 

※公務と民間の本年 4月分給与を調査。主な給与決定要素を同じくする者同士を比較 

 民間給与との格差 921 円(-0.23%)  

初任給・20歳台半ばに重点を置き、若年層(30歳台半ばまで)の俸給月額を引上げ（初任給  

院卒・大卒+3,000 円、高卒+4,000 円）  

＜ボーナス＞ 

※昨年 8月〜本年 7月の直近 1 年間の民間の支給割合(4.41 月)と公務の年間の支給月数(4.3 

月)を比較 

年間 4.30 月分 → 4.40 月分  引き上げ(0.1 月)分は勤勉手当に配分 

 

 6 月期 12 月期 

2022 年 期末手当 

勤勉手当 

1.20 月（支給済み） 

0.95 月（支給済み） 

1.20 月（改定なし） 

1.05 月（現行 0.95 月） 

2023 年 期末手当 

勤勉手当 

1.20 月 

1.00 月 

1.20 月 

1.00 月 

 

 

組合ニュース 
No.4 熊本大学教職員組合医学部支部 

 2022.8.9 内線 5858 メール m-kumiai@union.kumamoto-u.ac.jp 

執行委員長から医学部支部へのメッセージ 
本年度執行委員長を務めさせていただくこととなりました。法学系・憲法の德永達哉です。 

今回、医学部支部総会に際し、ご挨拶申し上げます。 

 近年、コロナの影響は凄まじく、病院職員への社会的な負担は増加する一方です。世の風潮

に流されるままに、これ以上に組合員の皆様に不利益が生じることのないよう出来る限り取り

組んでいきたいと思っております。 

昨年度来、前委員長をはじめ書記局の方々と医学部支部の働きかけのおかげで、手当面にお

いて一歩ずつではありますが着実な歩みを進めてまいりました。ひとえに皆様のお支えのおか

げです。もちろん。これで満足することなく、職場環境の改善に向けた提案を重ねて参りたい

と思います。 

近年、労働施策総合推進法（通称：パワハラ防止法）や、男⼥雇⽤機会均等法、育児・介護

休業法が改正・運用され始めたことにより、職場でのハラスメントを厳しく追及できる環境が

整いつつあります。パワーハラスメント・アカデミックハラスメント・マタニティーハラスメ

ント・育児ハラスメント・介護ハラスメントと、その類型も広がりつつあります。先人たちが、

辛抱我慢で乗り越えてきた理不尽が、違法なことであるという認識がやっとで立証できる社会

となりました。組合では、専門の弁護士との顧問契約を結び各種法律相談に対応できるよう体

制を整えております。 

職場環境の改善を要求することは権利そのものです。皆さま方のご協力の下、今後も使用者

と対峙していく所存です。どうぞ、よろしくお願いいたします。 

 


